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特定事業者の

主たる業種 精密機械器具製造業

該当する事業
者要件

序 京都府地球温暖化対策条例加行規則第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギ
ー使用事業者 (原油に換

算してli 500キロリットル以上))                 '
京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック又
はパス100台以上/タ クシー150台以上/鉄 道車両150両以上)
京都府地球温暖化対策条例施行規貝」第10条 第4号該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出事
業者 (二移化炭素に鞄算 して80 0 0ト ン以上))

「

「

計 画 期 間 平成 18 年 4 月 平成  20 年 3 月

基 本 方 針 平成22(西 暦2010)年 度の府内事業所からの温室効果ガス排出量を、平成2(西 暦1990)年 度比10%以 上削
減する。

推 進 体 制 生産支援本部及び地球環境管理室が温暖化対策を推進する。

年度ごとの具
体的な取組及
び措置

工

lS～的 新工場設備
,I】_j材1人 肪元クCれ  ″●許父捜濃 Aの rjA川な こによ わtu″!コ区陀夕ての 本別“ |,■ Tの ■■ 41夕町の大

18～19 空調設備 架J「411設 備の文断年を火地 (析78',出)

i8～19 圧縮空気設備 |1輸々気設備の虻新 分 は化を央施 〈N44、E27号出)

18～,9 空調設備 ガス吹lI■t冷‖水発生材t料ひ)X新

温室効果ガス
の排出量等 排出区分

基準年度 く実績)
(17)年 度

( i確化炭抹担算 〈1 ) )

目棋年度 (計画)
(19)年 度

〈i能化炭来換寡 (1) )

削減率

(計画 )
( % )

A事 業所等排出区分 t 15、800t -20 %

B輸 送車両排出区分 t t %

Cそ の他排出区分 t t %

排出合計 t 中2      151800t -20 %

その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの削減量
等

対策等の区分
同標年度 (計画)

〈二桟化炭来換算 (1)

森林の保全及び整備 (ャll millt) (吸 1え性) t

府内産の木材の利用 (lⅢ川 it) 】 n】 (Hり波:t) t

自然エネルギーを利用した電
力又は熱の供給

(売■11) ktth (ⅢⅢllt地) t

(茶供給1ゆ ("J波: )ヽ t

グリーン電力の購入 〈lt入 ゆヽ (1町Ⅲlltit) t

削減量等合計 車3       00 t

差引排出量

(排出,行1‖一Ⅲl油尊令1出)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減率 (計画)

1 6 1 2 2 t |〕
‐“掛    158000 t 20 %

特 記 事 項 平成18年度に、三条工場では工場建設、けいはんな研究所ではクリ
ーンルーム増設を行つているため、平成17年度実演

から約2000tの増加要素がある。
現在、両事業所とも省エネルギー診断を進めており、上記計画内容に加えて省エネルギー施策を実施する。省エネル

ギー診断では約1300tの削減施策の可能性が示さメ1ており、これを早期に具体化したうえで実施する。

連  絡   先 担 当 部 署

担 当 者 氏 名

住 所

電 話 番 号

フ ァ ク シ ミ リ番 号


